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◼ 地域脱炭素ロードマップに基づき、少なくとも100か所の脱炭素先行地域で、2025年度までに、脱
炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030年度までに実行

◼ 農山漁村、離島、都市部の街区など多様な地域において、地域課題を解決し、住民の暮らしの質
の向上を実現しながら脱炭素に向かう取組の方向性を示す。

全域 市区町村の全域、特定の行政区等の全域

住生活エリア 住宅街・住宅団地

ビジネス・
商業エリア

中心市街地（大都市、地方都市）
大学、工業団地、港湾、空港等の特定サイト

自然エリア 農村・漁村・山村、離島、観光地・自然公園等

施設群
公共施設等のエネルギー管理を一元化することが
合理的な施設群

脱炭素先行地域の範囲の類型

※地方自治体の提案を支援するため、ガイドブック等の参考資料を公表、順次更新
http://www.env.go.jp/policy/roadmapcontents/index.html

民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消
費に伴うCO2排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱利
用等も含めてその他の温室効果ガス排出削減も地域特性
に応じて実施する地域。

脱炭素先行地域とは

スケジュール

第1回選定

１月25日～２月21日 公募実施
４月26日 結果公表
６月１日 選定証授与式

第2回選定

６月27日 募集要領及びガイドブックを公表
６月28日～30日 自治体向け説明会（オンライン）
７月26日～８月26日 公募実施
今年秋 結果公表

以降

年２回程度、
2025年度まで
募集実施

脱炭素先行地域

民生部門の
電力需要量

再エネ等の
電力供給量

省エネによる
電力削減量＋＝
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脱炭素先行地域選定結果（第1回）

◼ 共同提案を含め日本全国の102の地方公共団体から79件の計画提案が提出

◼ 第１回目として、2022年4月26日に、26件を脱炭素先行地域として選定

◼ 今後も、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、2025年度までに少なくとも100カ所の
脱炭素先行地域を選定することを念頭に、年２回程度の募集と選定を予定（第２回：7月
26日～8月26日募集）
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脱炭素先行地域第一弾の選定事例①～脱炭素ドミノの起点～

◼ 2030年までにカーボンニュートラルの実現を目指す脱炭素先行地域を100か所以上創出し、
脱炭素を通じて様々な地域課題を解決することで、全国に脱炭素ドミノを広げていく

◼ 2022年4月26日、脱炭素先行地域第一弾として26件を選定。今後も2025年度まで年
２回程度の選定を予定

北海道上士幌町
～ゼロカーボン上士幌の実現～

神奈川県横浜市
～みなとみらい21大都市脱炭素モデル～

⚫市営住宅等を活用した太陽光発電導入、東北13市町村等
から再エネ電気調達等様々な手法を活用し、大規模デマンド
レスポンスによる需要調整をしつつみなとみらい21地区の施
設を脱炭素化し、都市間競争力向上

みなとみらい21含む市内沿岸部

⚫地域の新電力を通じて畜産ふん尿の処理過程で発生するメタ
ンガスを利用したバイオガス発電等により、町全域の家庭・業務
ビル等の電力の脱炭素化を図るとともに、役場庁舎中心に大
規模停電などの非常時においても防災拠点として電力を確保

バイオガス発電設備
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脱炭素先行地域第一弾の選定事例②～脱炭素ドミノの起点～

鹿児島県知名町・和泊町
～ゼロカーボンアイランドおきのえらぶ～

⚫沖永良部島の系統末端部の地区において、再エネ・蓄電池・
マイクログリッドを導入し、自立分散型電源を確保することによ
り、島外からの化石燃料に依存し、台風時の停電など大きなリ
スクを抱える離島特有のエネルギー供給の課題解決に貢献

兵庫県姫路市
～姫路城ゼロカーボンキャッスル構想～

⚫郊外市有遊休地に太陽光・蓄電池を設置し、世界遺産・国
宝「姫路城」を中心とした特別史跡指定区域内等に再エネ供
給を行いゼロカーボンキャッスルを実現し、観光地としての魅力
とブランド力向上

姫路城

長野県松本市
～のりくら高原「ゼロカーボンパーク」～

⚫乗鞍高原地区の各施設の屋根等を活用した太陽光導入の
ほか、地域主導・地域共生型の小水力発電施設の導入によ
り脱炭素化し、地域課題を解決

⚫薪ストーブ燃料（木質
バイオマス熱利用）の
木材加工・供給等の取
組を、地元の協議会の
サポートの下、地域ビジ
ネスとして事業化

乗鞍高原

⚫耕作放棄地において、ソーラーシェアリングを実施するとともに、
AI・IoTを実装した環境配慮型栽培ハウス(空調等に省CO2
設備導入・リユース単管パイプ等)を導入し、公共施設等を脱
炭素化することで、農福連携等を推進

滋賀県米原市・滋賀県
～ECO VILLAGE構想～

環境配慮型栽培ハウスのイメージ

沖永良部島全景と脱炭素先行地域対象エリア
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２ 提案に対する評価

脱炭素先行地域選定結果（第１回）の総評概要

▍範囲の広がり・事業の大きさ ▍関係者と連携した実施体制 ▍先進性・モデル性

１ 全体概要
• 地域脱炭素が単なる機運の高まりではなく実行段階に移行しつつあることを改めて強く感じた
• 脱炭素とともに、人口減少や地域産業振興などの地域課題解決に向けた地方公共団体職員や共同提案者の事業
者をはじめステークホルダーの方々の熱意を感じることもできた

• 今回選定された脱炭素先行地域がモデル・模範となって、多様な地域における地域の魅力と質を向上させる地方創生
に資する地域脱炭素の実現の姿を2030年度までに示し、全国（及び世界）に広がる「脱炭素ドミノ」の起点になるこ
とを強く期待

３ 今後に向けて
• 意欲と実現可能性の高い地域として今回選定された「脱炭素先行地域」が、「実行の脱炭素ドミノ」の起点となって挑
戦の様子を積極的に周辺地域に見せることが重要

• 今回の評価や選定された提案を参考に、例えば既存建築物や既存住宅における脱炭素化、運輸部門など他部門と
の連動による脱炭素化、より広いエリアでの脱炭素化につながる蓄電池を含むエネルギー制御・調整システムの導入、
ナッジ等を活用した住民の行動変容につながる取組、地域課題の解決やSDGsの実現につながる主体との共同提案
などについても御検討願いたい

• 対象範囲を需要家の合意が得られた
エリアや施設のみとするなど限定的に設
定するのではなく、一定の広がりや規模
を確保することが必要

• 小規模の取組でありながらも地域資源
や地域課題を踏まえた特徴的な取組
や仕組を導入することが評価された提
案もあり

• 提案時点で民生部門の電力消費に伴
うCO2排出実質ゼロ達成を確実に実
施する体制の構築がある程度明確に
なっていることが重要

• 需要家等との合意形成、事業者や金
融機関等との連携体制、事業性、資
金確保の見通し、地域特性を踏まえた
事業規模などについて、提案時点で一
定の検討・調整がなされた提案は評価

• 単なる再エネ設備導入にとどまることなく、
地域経済の循環や地域課題の解決、
住民の暮らしの質の向上につながること
を意識した先進的な取組が数多く見ら
れ、地域脱炭素によって「環境問題と
社会経済問題の同時解決」を目指す
方向性が鮮明に

• 他地域への展開も期待できるモデル性
のある取組が多く提案された




